（別添様式１）
平成２３年度９月補正予算　　　　　　支出科目　款：土木費　項：河川費　目：河川改良費
	事業名:河川構造物液状化現象対策費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
県土整備部　河川課　河川整備担当　電話番号：058-272-1111（内3726）

　　　　　　　　　　　　河川管理担当　電話番号：058-272-1111（内3724）
　　　　　　　　　　　E-mail：c11652@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　補正要求額：460,000千円
　（現計予算額：0千円　　　補正後予算額：460,000千円）
	事業内容


	１　事業の内容


岐阜県震災対策検証委員会の提言を受けて、強い揺れが長く続く地震動が発生した場合は、地盤の液状化による堤防高の大きな沈下が懸念されるため、水害の二次被害対策として事業を実施する。
■河川堤防の耐震点検
○県管理堤防について、耐震点検マニュアルに基づき、耐震点検を実施する。
  ■河川堤防の液状化に備えた対策
    ○背後地の地盤高が河川水位よりも低い所では、地震により堤防が沈下した場合に
浸水する恐れがあることから、沈下した堤防を早急に復旧できるように、築堤材
料の備蓄等を行う。また、自然災害による被災想定の調査・検討を行い、市町村が
行う住民の避難対策を促進するための資料を作成し、今後の技術的な支援に活用す
る。
  ■重要な河川管理施設の耐震点検
    ○施設が損傷すると周辺で浸水被害が生じるなど、人命に重大な影響を与える恐れ
のある重要な河川管理施設（排水機場、樋門）について、耐震点検を実施する。
	　２　所要経費


　・河川堤防の耐震点検（37河川）　180,000千円
　・河川堤防の液状化に備えた対策（7河川）　 180,000千円
　・重要な河川管理施設の耐震点検（10箇所）　100,000千円
　
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
　６　社会資本の安全性が高く、災害への備えが整った地域をつくる
・山地、農地、河川、道路等の災害対策を進める。
	２　これまでの取組状況


・県管理区間の堤防について、レベル１（中規模程度の地震による地震動）耐震点検
は実施済み（平成７年度）

・県管理区間の堤防について、レベル２（将来にわたって考えられる最大級の強さを
持つ地震動）耐震点検は、未実施である。
　
	３　これまでの取組に対する評価


　　国直轄河川の堤防については、レベル２耐震点検を平成２２年度末に完了済みであ
り、河川管理施設についても順次実施する方針である。

県管理河川についても耐震点検を順次進めていく必要がある。

	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	現計
予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	460,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	460,000
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